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平成 17 年 12 月 15 日 

各      位 

会社名 さくらインターネット株式会社             

代表者名 代表取締役社長 兼 
最高経営責任者  笹田 亮 

（コード番号 ３７７８ 東証マザーズ） 

問合せ先  取締役最高財務責任者 
片岡 督雄 

（TEL．０６－６２６５－４８３０） 

 

携帯メールアドレスポータビリティ化サービス 
「MYM.SG マイメッセージ」を開発することについて 

 

当社は、株式会社ネプロアイティ（代表取締役：金井 孟、本社：東京都中央区、以下「ネプ

ロアイティ」）と提携し、2006 年秋に予定されている携帯ナンバーポータビリティに先立ち、メ

ールアドレスのポータビリティ化を実現するサービス「MMYM.SG」を開発します。 

 

記 

 
１． 「MYM.SG マイメッセージ」開発の理由 

8700 万台と言われる国内の携帯市場は、2006 年秋に予定されているナンバーポータビリティ

により、大きな変化を迎えようとしています。ナンバーポータビリティとは携帯電話の利用者が

番号を変更することなく契約先キャリアを変更できるもので、総務省が実施したアンケート調査

の結果では、携帯利用者の30％がナンバーポータビリティを利用する意向があるとされています。 

一方、メールアドレスのポータビリティについては、総務省が「転送サービス等の代替措置が

実施されれば良い」との研究会報告を公表したことを受け、検討が消極的な展開となると考えら

れています。 

当社は、これらを踏まえて、インターネットインフラ事業で培った技術と設備を活かし、メー

ルアドレスのポータビリティ化を目指すサービスの開発を決定したものです。このサービスでは、

無料で好みのメールアドレスを作成することができ、キャリアを問わず使用し続けることが可能

になります。好きなアドレスを長く使っていただくことにより、携帯電話のメールアドレスを個

人の新しいアイデンティティとして使えるようになるサービスです。 

 

参考：総務省「携帯電話の番号ポータビリティの在り方に関する研究会」報告書 

（平成 16 年４月 27 日公表：参考 URL  

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/portal/index.html) 

 

２．サービスの概要 

（１）MYM.SG ベーシックサービス（無料） 

 ・マイメアド発行 ： 

   数種類のドメインからお好みのマイメアドを作成できます。 
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 ・使いやすいメールアプリケーション ： 

   キャリアメールアドレスや、携帯のメーラーとのシームレスな連携をサポートします。 

 ・マイアドレス帳 ： 

   サーバ上にアドレス帳機能を用意。機種変更、キャリア変更時にも安心です。 

 ・各種ストレージ（保存）サービス ： 

   画像やメールなどを長期間残すために、大容量の保存領域をサーバ上に用意しています。 

 ・マイフレンズアルバム ： 

   撮影画像・動画の保存・共有ストレージを提供いたします。 

このほかにも、楽しく便利にご利用いただくための、数々の機能を用意しています。 

 

（２）MYM.SG プレミアムサービス（有料） 

 ・マイメアド追加サービス： 

   サブアドレスとして複数のマイメアドを追加・設定できるサービスです。 

 ・保存容量追加サービス： 

   メール・画像・動画・アドレス帳の保存領域を追加するサービスです。 

 

３．リリース予定 

（１）2006 年春      ベータオープン開始 

（２）2006 年夏頃    本番サービス開始 

 

４．株式会社ネプロアイティについて 

株式会社ネプロアイティは、2000 年２月よりモバイルインターネット最前線における新たな

マーケットの創造、魅力的なモバイル活用を提案した様々なビジネスを展開しております。セー

ルスプロポーション支援サービス、モバイルコンテンツの運営、企業向けモバイルソリューショ

ンの企画から開発、運営までを行っています。企画から開発・運営までを一貫して行うことで、

エンドユーザーの「ニーズ」と「ウォンツ」を明確に把握し、リアルな市場動向に即したサービ

スとシステムを提供しています。 

（１） 本  社 東京都中央区八重洲１丁目５番９号 

（２） 代表者 代表取締役社長 金井  孟 

（３） 設  立 2000 年２月９日 

（４） 資本金 100,000 千円 

（５） ＵＲＬ http://www.nepro.jp/it/ 

 

５． 今後の業績に与える影響 

  本サービスは、当社の既存サービスラインアップに付加価値を与えることにより、新旧サービ

ス総合でサービスの向上と増収を狙うものであり、本サービス単体での売上高が業績に及ぼす影

響は軽微です。 

以上 


